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松伏町議会議長 増 田  等 様 



 学校給食の無償化を求める意見書 

 

 学校給食法に定める学校給食の目標の達成に向け、学校では給食を通じた食育が行

われてきた。その意義は大きく、教科学習とともに学校教育の大きな柱となっている。

２０２１年度学校給食実施状況等調査では全国平均で小学校が年間に４９，２４７円、

中学校が５６，３３１円と給食費が義務教育費の負担で最も大きな割合を占めている。 

 文部科学省の１９５４年の事務次官通達では、食材費の負担を必ずしも保護者に求

めなくてもよい旨が記載され、政府も国会で、義務教育の無償化をできるだけ早く広

範囲に実現したい、学用品、学校給食費、できれば交通費も無償対象にとの答弁を行

っている。 

新型コロナウイルス感染症の長期にわたる影響、さらに物価高騰のなかで経済的

に苦しい状況にある保護者も少なくない。文部科学省の調査によると、国の地方創生

臨時交付金などを活用して、全国で８割を超える自治体が学校給食の保護者負担を軽

減している。 

また、子どもをとりまく経済的格差、少子化や出生率低下などの社会問題に対し

て、「学校給食の無償化」が少子化対策の柱の一つであるとの認識が大きく広がって

いる。よって国による学校給食無償化の迅速な実施を強く求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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